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（フランス-イタリア）1999年 3月 L=11 611m 
3 
写真-1.2 タウエルントンネル火災事故
（オーストリア） 1999年 5月 L=6 410m
写真-1.3 ゴットハルトトンネル火災事故






















項目 単位 全体 一方通行 対面通行
トンネル長さ m 3 298 3 372 2 799 
交通量 台/日 21 658 23 191 11 588 
火災事故発生確率 件/億台・km 30.7 32.3 20.1 
消防隊到着 分間 23.5 23.1 27.2 
通行止め時間 分間 131.6 132.6 124.8 
犠牲者 人 0.131 0.111 0.263 
負傷者 人 0.306 0.292 0.395 
火災規模 MW 3.6 3.8 1.9 
6 
1.2 高速道路トンネルの現状
 国土開発幹線自動車道計画全延長 11 520km のうち，2012 年度末時点で約 7 
800 km の高速道路が供用しており，トンネル総延長(上下線の合計)は 1 645 km
である．総計 1 748 本のトンネルのうち，対面通行のトンネル延長は，1989 年頃












一方通行 対面通行 全数 
AA 4.4% 0.5% 4.9% 
A 24.0% 4.1% 28.1% 
B 34.6% 8.1% 42.6% 
C 10.0% 3.6% 13.6% 
D 8.4% 2.3% 10.7% 
total 81.4% 18.6% 100% 
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2012 年度で 1 645km に達している．これらのうち対面通行トンネルの延長は
1989 年（平成元年）頃より徐々に増加してきており，2012 年度には 340.5km と
全延長の 20.7%に達している．また，全トンネル累計本数は 1 748 本，このうち
























分類 項目 単位 記事
時間データ
年月日 年 月 日 火災発生









































設備等級 全体(件) 一方(件) 対面(件) 
AA 132 117 15 
A 102 84 18 
B 34 33 1 
C 15 11 4 












軽乗用車 2.5  
普通乗用車 5  
マイクロバス 10 
普通貨物車 20  
大型貨物車 30  
大型バス 30  








C2：複合火災係数(単独 1.0, 複数 2.0, 不明 1.5) 
C3：被害規模係数(0.2,～2.0，通常 1.0施設被害に応じ加減) 
表-2.4 推計火災規模の生起率
規模クラス 全体(%) 一方通行(%) 対面通行(%) 
0 MW 21.3 19.0 36.8 
5 MW 54.0 54.2 52.6 
10 MW 19.9 21.3 10.5 
20 MW 4.1 4.7 0.0 














種別 交通形態 犠牲者(人) 負傷者(人) 
故障火災
一方 2 10 
対面 1 1 
事故火災
一方 26 64 
対面 9 14 
総計 38 89 
表-2.6 交通形態別被害等平均データ
項目 単位 全体 一方通行 対面通行
トンネル長さ m 3,298 3,372 2,799 
交通量 台/日 21,658 23,191 11,588 
火災事故発生確率 件/億台・km 30.7 32.3 20.1 
消防隊到着 分間 23.5 23.1 27.2 
通行止め時間 分間 131.6 132.6 124.8 
犠牲者 人 0.131 0.111 0.263 
負傷者 人 0.306 0.292 0.395 




















































ことが分かった．決定係数は 0.451 に向上し，t 値に関しても目安と言われている
値(t ≧|2|)をほぼクリアしている．
表-2.8 車両系火災評価(1)
決定係数 R2：0.3368 係数 t値
トンネル延長(m) 2.60×10-5 7.668 
交通量(台/日) 5.44×10-7 0.743 
表-2.9 車両系火災評価(2)
決定係数 R2：0.4510 係数 t値
トンネル延長(m) 1.86×10-5 5.357 
大型車交通量(台/日) 2.68×10-6 1.979 
標高(m) 1.62×10-4 4.624 
この結果から車両系火災発生頻度は式(4)で示される．











































結果は表-2.10 に示すとおり，決定係数が 0.5251，t 値はトンネル延長に対して
32.691，交通量に対して 19.187 であった．交通事故に関しては，走行速度や交通
形態をパラメータに加え，分析を行った結果を表-2.11 に示す．表-2.11 に示す通
り，決定係数は 0.5609 に向上，t 値に関しても十分な信頼性が確認できた．なお，
走行速度差とは，全国平均トンネル内走行速度(実績平均 77 km/h)と当該トンネル
内実走行速度との差分とし，交通形態係数は一方通行と対面通行の違いを表す．
次に各年（1995 年から 2011 年の高速道路トンネル火災を対象としている）の発





決定係数 R2：0.5251 係数 t値
トンネル延長(m) 9.810×10-4 32.691 
交通量(台/日) 6.588×10-5 19.182 
表-2.11 交通事故の評価(2)
決定係数 R2：0.5609 係数 t値
トンネル延長(m) 1.000×10-3 34.550 
交通量(台/日) 6.189×10-5 18.511 
走行速度差 2.05×10-2 3.855 
交通形態係数 -0.7898 -7.525 
24 
表-2.12 高速道路トンネル内交通事故の発火率
年次 トンネル内 事故件数 
事故系 
火災件数 発火率 
1995 2 138 4 0.0019  
1996 2 384 2 0.0008  
1997 2 328 3 0.0013  
1998 2 416 2 0.0008  
1999 2 627 2 0.0008  
2000 2 976 3 0.0010  
2001 2 567 7 0.0027  
2002 2 500 8 0.0032  
2003 2 768 10 0.0036  
2004 2 629 4 0.0015  
2005 2 560 5 0.0020  
2006 2 241 5 0.0022  
2007 1 463 6 0.0041  
2008 1 273 2 0.0016  
2009 1 487 4 0.0027  
2010 1 628 3 0.0018  
2011 1 834 3 0.0016  



























単独火災は 100%である．このときの犠牲者は一方通行で 1%（平均 AA 等級：1





































に示された損失額(死亡の場合 2億 4 450万円，後遺障害の場合 1 830万円)を代入
して算出する．人的損失の総額：IHは式(9)で算出する．




















































































A 9 4.55 
B 15 7.58 
C 20 10.30 
表-2.14 火災事故あたりの壁面被害発生確率と被害規模




A 16 5.37 
B 15 5.04 
C 27 9.13 
32 
表-2.15 火災事故あたりの灯具被害発生確率と被害規模




A 11 1.34 
B 15 1.87 
C 60 7.48 
表-2.16 火災事故あたりのケーブル被害発生確率と被害規模




A 17 48.90 
B 21 60.41 
C 53 156.48 
表-2.17 火災事故あたり物的損失（期待値）
設備等級 物的被害の期待値(円) 
AA 956 803 
A 2 372 100 
B 3 062 897 
C 6 582 455 
D 6 582 455 
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これら物的損失は，式(10)で算出することが可能となる．






















一方通行 253 133 
























有り 360 216 









大型車・業務目的 1 382円/人・時間 4 471円 4.51人




























AA 一方 63 1.44×10-1 12 891 637 1 853 310 
A 一方 367 6.50×10-2 17 566 033 1 141 037 
B 一方 556 4.71×10-2 15 912 747 749 896 
C 一方 163 4.01×10-2 16 027 201 642 472 
D 一方 143 4.06×10-2 13 581 370 551 441 
AA 対面 8 1.41×10-1 25 696 812 3 634 536 
A 対面 62 6.51×10-2 19 224 308 1 251 921 
B 対面 131 4.03×10-2 14 904 028 600 139 
C 対面 52 3.15×10-2 17 203 914 542 010 








spHt +I+I=II (13) 
リスクは表-2.22 に示す通り，一方通行では AA 等級の火災事故発生頻度が高













































































者の避難条件としては，CS 濃度 0.1m-1の煙が路面から 4.0m，つまりトンネル内
の照明器具の高さに到達した段階（図中の青：危険度 1）で避難を開始し，避難
が困難となり，行動を停止する条件は高さ 1.5m の位置で CS 濃度が 0.4 m-1に達
した場合（図中の緑：危険度 4）と設定している 14)．また，図-3.5 に火災規模 5 


























無 有避難開始トリガー 煙を見て 180秒後 120秒後 90秒後
火災ケース 1 ○ ○ ○
火災ケース 2 ○ ○ ○
火災ケース 3 ○ ○ ○










項目 早い 普通 遅い
速度 1.6 m/s 1.3 m/s 1.0 m/s 
割合 30 % 60 % 10 % 
d) 連成評価の例
火災に伴う煙濃度と坑内移動状況，避難行動との連成評価事例を次節に示す．
検討条件として，対面通行延長 1 000m，勾配 3%（図の右上がり），交通量は断
面で 2 500 台/時間，大型車混入率 25%，坑口から 500m 地点(トンネル中央部)に











































5 MW 10 MW 20 MW 30 MW 
煙を見て避難
火災ケース1 6.44 6.97 16.15 47.45 
情報収集・提供
火災ケース4 0.00 0.17 6.58 34.57 
上記+非常口





す通り作成した．対象トンネルは対面通行，A 等級，延長 1 705m，勾配 1.9%，
日交通量 16 500台，大型車混入率 11%として試算している．その結果，実績から
推計する統計的リスクの被害額は約 2 千万円/年に対して，潜在的リスクでは，煙
を見て避難するケース 1 では 3 億 6 千万円である．次に，情報提供・収集設備を
































国 許容水準例 解 説
イギリス
ALARP
(As Low As Reason-











































































図-3.11 を見ると，統計的リスクの平均値を上回るトンネルは全体の 1/3 程度









































第 4章 潜在的リスクの効果的な削減策の検討 
        （避難行動と改善方法） 
58 
4.1 トンネル火災の認識 
昭和 54年 7月 11日（水）午後 6時 37分，東名高速下り線日本坂トンネルにて，













































日付 場所 概要 燃焼時間
59 
4.2 近年のトンネル火災事故事例の分析 











































































 平成 15 年 2 月 18 日，韓国テグ市地下鉄一号線中央路駅坑内の列車の 1 両目か























































図-4.4 Web アンケート（2006 年 NEXCO-RI 調べ）ｎ＝2 775 
70 
 最近の火災事例からも，啓発の効果が現れていないと言わざるを得ない事故が
あった（表-4.4）．この事例は，勾配の比較的緩い 1 000m 程度のトンネルの入口










































































 図-4.4 のとおり，Web アンケートによる非常用施設認識調査（NEXCO 総研）
の結果，問「自信を持って他人に教えられる非常用施設・設備は」に対し，非常












・後続車両の 40 人が煙の充満するトンネル内を 800m 徒歩避難
【事例-2】
1 400m のトンネル
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